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議案 第 号 　

令和７年度　木更津市下水道事業会計補正予算（第１号）

　（総則）

第１条　令和７年度木更津市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量の補正）

第２条　令和７年度木更津市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を

　 次のとおり補正する。

(4)

　 総事業費 千円 千円 千円

管路建設費 千円 千円 千円

　（収益的収入及び支出の補正）

第３条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

収　　　　　入

第１款 千円 千円 千円

第１項 千円 千円 千円

第２項 千円 千円 千円

支　　　　　出

第１款　　 千円 千円 千円

第１項 千円 千円 千円

第２項 千円 千円 千円

下 水 道 事 業 収 益

下 水 道 事 業 費 用

9

△ 297,297

△ 297,297 459,543756,840

1,858,333

198,067 38,487

営 業 収 益 1,630,171

営 業 費 用 3,652,456 △ 20,481 3,631,975

営 業 外 費 用 236,554

3,853,523 18,006 3,871,529

△ 21,026 1,609,145

営 業 外 収 益 2,778,917 8,482 2,787,399

主要な建設改良事業

（既決予定額） （補正予定額） （　計　）

4,409,088 △ 12,544 4,396,544

2,155,630

（既決予定量） （補正予定量） （　計　）
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　（資本的収入及び支出の補正）

第４条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1,399,528千円は、当年度分

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額111,445千円、当年度分損益勘定留保資金843,963千円及び

　当年度利益剰余金処分額444,120千円で補填するものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に対し

　不足する額1,348,689千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額99,020千円、当年度分

　損益勘定留保資金823,674千円及び当年度利益剰余金処分額425,995千円で補填するものとする。 」 に

　改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

収　　　　　入

第１款 千円 千円 千円

第１項 千円 千円 千円

第２項 千円 千円 千円

第３項 千円 千円 千円

第４項 千円 千円 千円

第５項 千円 千円 千円

支　　　　　出

第１款 千円 千円 千円

第１項 千円 千円 千円

第２項 千円 千円 千円

第５項 千円 千円 千円

　（債務負担行為の補正）

第５条　予算第５条に定めた債務負担行為を次のとおり補正する。

（追　加）

期　　　間

令和８年度
公共下水道施設等維持管理業務委託
（包括的民間委託）

限　度　額

1,000

資 本 的 支 出 3,570,505 △ 301,484 3,269,021

建 設 改 良 費 2,155,630 △ 297,297 1,858,333

長 期 貸 付 償 還 金 1 50 51

国 庫 補 助 金 607,438 △ 228,823 378,615

負 担 金 等 32,867 33,312 66,179

他 会 計 負 担 金 48,871 △ 24,284 24,587

資 本 的 収 入 2,170,977 △ 250,645 1,920,332

企 業 債 1,481,800 △ 30,900 1,450,900

（既決予定額） （補正予定額） （　計　）

予 備 費 5,000 △ 4,000

事　　　　　項

固 定 資 産 購 入 費 4,260 △ 187 4,073

360,000千円に消費税及
び地方消費税を加算した
額
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　（企業債の補正）

第６条　予算第６条に定めた企業債を次のように改める。
（単位：千円）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正）

第７条　予算第９条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない経費の金額を次の

　　ように改める。

(1) 職員給与費 千円 千円 千円

　（他会計からの補助金の補正）

第８条　予算第１０条中「369,130千円」を、「540,739千円」に改める。

　（利益剰余金の処分の補正）

第９条　予算第１１条中「444,120千円」を「425,995千円」とし、
当年度利益剰余金のうち425,995千円は、次のとおり処分するものと改める。

(1) 減債積立金 千円 千円 千円

令和８年２月２日　提出

木 更 津 市 長 　渡　辺　芳　邦

補　　　正　　　前

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

普通貸借
又は

証券発行

　年５．０％以内とする。
　ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金について
は、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率とする。

　政府資金については、そ
の融資条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権
者と協定するものとし、据置
期間を含め４０年以内に償
還する。
　ただし、融資条件又は市
財政の都合により、据置期
間及び償還期限を短縮、又
は繰上償還もしくは低利に
借換えすることができる。

下水道事業 1,241,800

下水道事業
（資本費平準化債）

240,000

計 1,481,800

補　　　正　　　後

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

補正前に同じ 補正前に同じ 補正前に同じ

下水道事業 1,210,900

下水道事業
（資本費平準化債）

240,000

計 1,450,900

（既決予定額） （補正予定額） （　計　）

137,556 4,793 142,349

（既決予定額） （補正予定額） （　計　）

444,120 △ 18,125 425,995
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補正予算に関する説明書（第１号） 

 



収 入 （単位：千円）

款 既決予定額 補正予定額 計

１. 下水道事業収益 4,409,088 △ 12,544 4,396,544

1. 営 業 収 益 1,630,171 △ 21,026 1,609,145

1. 下 水 道 使 用 料 1,210,983 15,762 1,226,745

2. 他 会 計 負 担 金 412,179 △ 36,867 375,312

4. そ の 他 営 業 収 益 220 79 299

2. 営 業 外 収 益 2,778,917 8,482 2,787,399

1. 他 会 計 負 担 金 517,564 △ 110,458 407,106

2. 他 会 計 補 助 金 369,130 171,609 540,739

3. 長 期 前 受 金 戻 入 1,839,080 244 1,839,324

4.
消 費 税 及 び 地 方 消 費 税
還 付 金

53,000 △ 53,000 0

5. 雑 収 益 143 87 230

支 出 （単位：千円）

款 既決予定額 補正予定額 計

１. 下水道事業費用 3,853,523 18,006 3,871,529

1. 営 業 費 用 3,652,456 △ 20,481 3,631,975

1. 管 渠 費 34,358 2,128 36,486

2. ポ ン プ 場 費 84,212 6,000 90,212

3. 処 理 場 費 562,643 28,916 591,559

5. 普 及 指 導 費 19,744 △ 3,114 16,630

6. 業 務 費 109,288 759 110,047

7. 総 係 費 153,422 △ 35,125 118,297

8. 減 価 償 却 費 2,681,994 △ 19,065 2,662,929

9. 資 産 減 耗 費 1,049 △ 980 69

2. 営 業 外 費 用 198,067 38,487 236,554

1.
支 払 利 息 及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

198,067 △ 13,296 184,771

2. 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 0 51,783 51,783

項 目 備　　考

令和７年度　木更津市下水道事業会計補正予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出　

項 目 備　　考
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収 入 （単位：千円）

款 当初予定額 補正予定額 計

1. 資 本 的 収 入 2,170,977 △ 250,645 1,920,332

1. 企 業 債 1,481,800 △ 30,900 1,450,900 　

1. 建 設 改 良 債 1,241,800 △ 30,900 1,210,900

2. 他 会 計 負 担 金 48,871 △ 24,284 24,587

1. 他 会 計 負 担 金 48,871 △ 24,284 24,587

3. 国 庫 補 助 金 607,438 △ 228,823 378,615

1. 国 庫 補 助 金 607,438 △ 228,823 378,615

4. 負 担 金 等 32,867 33,312 66,179

1. 受 益 者 負 担 金 32,866 △ 13,010 19,856

2. 区域外流入受益者分担金 1 322 323

3. 工 事 負 担 金 0 46,000 46,000

5. 長期貸付償還金 1 50 51

1. 長 期 貸 付 償 還 金 1 50 51

　

支 出 （単位：千円）

款 既決予定額 補正予定額 計

1. 資 本 的 支 出 3,570,505 △ 301,484 3,269,021

1. 建 設 改 良 費 2,155,630 △ 297,297 1,858,333

1. 管 路 建 設 費 756,840 △ 297,297 459,543

2. 固定資産購入費 4,260 △ 187 4,073 　

1. 有 形 固 定 資 産 購 入 費 4,260 △ 187 4,073

5. 予 備 費 5,000 △ 4,000 1,000 　

1. 予 備 費 5,000 △ 4,000 1,000 　

　

資　本　的　収　入　及　び　支　出　

項 目 備　　考

項 目 備　　考
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令和７年度　木更津市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 511,919

減価償却費 2,662,929

貸倒引当金の増減額（△は減少） 700

賞与引当金の増減額（△は減少） 765

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 1,839,324

支払利息 184,771

固定資産除却費 69

未収金の増減額(△は増加) 27,763

未払金の増減額（△は減少） △ 311,389

小計 1,238,203

利息の支払額 △ 184,771

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,053,432

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,421,220

長期貸付金による支出 △ 1,200

長期貸付金の回収による収入 51

負担金等による収入 5,896

国庫補助金等による収入 344,195

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 △ 9,107

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,081,385

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 2,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 2,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,450,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,404,415

財務活動によるキャッシュ・フロー 46,485

資金増加額（又は減少額） 18,532

資金期首残高 302,307

資金期末残高 320,839

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)
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１．総　　括 （単位：千円）

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

補正予定額 8
19
[0]

2,935 72,960 44,975 120,870 21,479 142,349

既決予定額 8
19
[0]

2,695 69,460 43,583 115,738 21,818 137,556

比　　　　較 0
0

[0]
240 3,500 1,392 5,132 △ 339 4,793

8
18
[1]

2,700 69,239 43,142 115,081 21,590 136,671

0
1

[△1]
235 3,721 1,833 5,789 △ 111 5,678

（単位：千円）

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

管理職
手　当

特殊勤務
手　　当

時間外
勤　務
手　当

管理職員
特別勤務
手　　当

期末
手当

勤勉
手当

補正予定額 1,920 2,476 1,280 1,515 1,260 8 10,205 10 14,171 11,090

既決予定額 1,684 2,174 1,410 1,335 1,260 4 8,865 10 14,591 11,490

比　　　　較 236 302 △ 130 180 0 4 1340 0 △ 420 △ 400

1,794 2,174 1,354 1,673 1,260 0 8,908 10 14,125 11,124

126 302 △ 74 △ 158 0 8 1,297 0 46 △ 34

宿日直
手　当

夜間
勤務
手当

児童
手当

補正予定額 0 0 1,040

既決予定額 0 0 760

比　　　　較 0 0 280

0 0 720

0 0 320 － － － － － － －

２．給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

区
分

増減額

職員の変動に伴う増減分

職員の変動に伴う増減分

△ 870

業務量の変化

1,297

（６）期末手当・勤勉手当

手

当

の

内

訳

増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考

その他の増減分

区　　分

前 年 度

比　   較

本 年 度

区　　分

本 年 度

前 年 度

比　   較

2,073

1,406

給　与　費　明　細　書

法　定
福利費

区　　　　分 合　　計

給　　与　　 費職　　員　　数　（人）

前年度

比　較

※[　　]内は、短時間勤務職員数について外書き

今年度

給
　
料

3,721 1,648給与改定に伴う増減分

給与改定による各手当の増
地域手当
時間外手当
期末手当
勤勉手当

その他の増減分 427

給与改定に伴う増減分

手
　
当

1,833

区　分
支給期別支給率

支給率計（月分）
職制上の段階、

職務の級等による
加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

補　正　後
2.300
[1.2]

2.350
[1.25]

4.65
[2.45]

有

※[　　]内は、再任用職員の支給率

補　正　前
2.300
[1.2]

2.300
[1.2]

4.60
[2.4]

有

国の制度
2.300
[1.2]

2.350
[1.25]

4.65
[2.45]

有

平均改定率　3.3%
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(単位：千円)

期　間 金　額 期　間 金　額 下水道事業収益 国庫補助金 企業債 その他

公共下水道施設等
維持管理業務委託
（包括的民間委託）

1,774，150千
円に消費税及
び地方消費税
を加算した額

令和３年度から
令和６年度まで

1,191,273千
円に消費税及
び地方消費税
を加算した額

令和７年度から
令和８年度まで

限度額から前
年度末までの
支出額を差し
引いた額

限度額から前
年度末までの
支出額を差し引
いた額

木更津市下水汚泥
堆肥化事業

4,879,270千円
に消費税及び
地方消費税を
加算した額

令和６年度 -
令和７年度から

令和３６年度まで

4,879,270千円
に消費税及び
地方消費税を
加算した額

限度額から国
庫補助金及び
企業債を差し引
いた額

1,369,830 1,182,780

下水道事業受益者
負担金システム賃貸
借

39,960千円に
消費税および
地方消費税を
加算した額

- -
令和７年度から

令和１２年度まで

39,960千円に
消費税および
地方消費税を
加算した額

限度額

公共下水道施設等
維持管理業務委託
（包括的民間委託）

360,000千円に
消費税および
地方消費税を
加算した額

- - 令和８年度

360,000千円に
消費税および
地方消費税を
加算した額

限度額

債務負担行為に関する調書

事 　項 限度額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左の財源内訳
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(単位:千円)

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 2,451,940

　　ロ　建物 1,874,798

　　　　減価償却累計額 △ 478,545 1,396,253

　　ハ　構築物 74,768,009

　　　　減価償却累計額 △ 13,672,220 61,095,789

　　ニ　機械及び装置 7,283,722

　　　　減価償却累計額 △ 2,475,560 4,808,162

　　ホ　車両運搬具 5,756

　　　　減価償却累計額 0 5,756

　　ヘ　工具、器具及び備品 9,535

　　　　減価償却累計額 △ 2,075 7,460

　　 ト　建設仮勘定 2,446

　有形固定資産合計 69,767,806

（２）投資その他の資産

　　イ　出資金 3,000

　　ロ　長期貸付金 1,101

　投資その他の資産合計 4,101

　固定資産合計 69,771,907

２．流動資産

（１）現金預金 320,839

（２）未収金 248,382

（３）貸倒引当金 △ 10,419

（４）短期貸付金 48

　流動資産合計 558,850

　資産合計 70,330,757

令和７年度　木更津市下水道事業予定貸借対照表

(令和８年３月３１日)

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 16,984,914

　企業債合計 16,984,914

　固定負債合計 16,984,914

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 1,321,350

　企業債合計 1,321,350
（２）未払金 430,441

（３）その他流動負債 400

（４）引当金

　　イ　賞与引当金 11,044

　　ロ　法定福利費引当金 1,747

　引当金合計 12,791

　流動負債合計 1,764,982

５．繰延収益

（１）長期前受金 58,521,311

　　　収益化累計額 △ 11,540,931

　繰延収益合計 46,980,380

　負債合計 65,730,276

６．資本金

（１）固有資本金 237,839

（２）組入資本金 1,784,760

　資本金合計 2,022,599

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　補助金 527,744

　　ロ　他会計負担金 160,920

　　ハ　受贈財産評価額 656,258

　　ニ　その他資本剰余金 297,584

　資本剰余金合計 1,642,506

（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 78,397

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 856,979

　利益剰余金合計 935,376

　剰余金合計 2,577,882

　資本合計 4,600,481

　負債資本合計 70,330,757

負債の部

資本の部
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注記（令和７年度分）

第１　重要な会計方針

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法　定額法

・主な耐用年数

　建物                                ５０年

　建物附属設備              ８～１５年

　構築物　　　　　　　　    １８～５０年

　機械及び装置　　　　　   ６～２０年

　車両運搬具　　　　　　      ４～５年

　工具、器具及び備品　　 ２～２０年

３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　職員の退職手当については、千葉県市町村総合事務組合に加入しており、毎年度支払う一定の負担金のみ
を下水道事業が負担し、積立金の不足等により発生する追加的な費用負担は一般会計がその全部を負担す
ることとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金、法定福利費引当金

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ
る支給又は支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

（３）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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第２　予定貸借対照表に関する注記

１　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものを含む。）の償還に対して、一般会計
が負担すると見込まれる額は170,000千円である。

第３　セグメント情報

１　報告セグメントの概要

　木更津市下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。
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収　入 （単位：千円）

節 金　額

1.下水道事業収益 4,409,088 △ 12,544 4,396,544

1.営業収益 1,630,171 △ 21,026 1,609,145

1.下水道使用料 1,210,983 15,762 1,226,745

下水道使用料 15,762 下水道使用料

2.他会計負担金 412,179 △ 36,867 375,312

一般会計負担金 △ 36,867 雨水処理に係る一般会計負担金

4.その他営業収益 220 79 299

手数料等 △ 75 排水設備指定工事店登録・更新

手数料

13 情報公開閲覧等手数料

雑収益 141 受益者負担金延滞金

2.営業外収益 2,778,917 8,482 2,787,399

1.他会計負担金 517,564 △ 110,458 407,106

一般会計負担金 △ 110,458 汚水事業等に係る一般会計負担金

2.他会計補助金 369,130 171,609 540,739

一般会計補助金 171,609 下水道事業運営に対する一般会計

からの補助金

3.長期前受金戻入 1,839,080 244 1,839,324

長期前受金戻入 244 補助金等の減価償却に伴う収益化

4.消費税及び地方 53,000 △ 53,000 0

  消費税還付金

消 費 税 及 び △ 53,000 令和７年度課税期間分消費税及び

地 方 消 費 税還 付金 地方消費税還付金

5.雑収益 143 87 230

雑収益 87 私用光熱水費等

既決予定額 補正予定額 計

令和７年度　補正予算実施計画明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目
　　　明　　　　　細　　　

附　　　記
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支　出 （単位：千円）

節 金　額

1.下水道事業費用 3,853,523 18,006 3,871,529

1.営業費用 3,652,456 △ 20,481 3,631,975

1.管渠費 34,358 2,128 36,486

給料 1,120 一般職員給料

手当 579 扶養手当、通勤手当等

地域手当

通勤手当等

報酬 170 会計年度任用職員に係る報酬

法定福利費 383 共済組合負担金

再任用等職員社会保険料

旅費 △ 90 会計年度任用職員に係る費用弁償

保険料 △ 34 下水道賠償責任保険料

2.ポンプ場費 84,212 6,000 90,212

委託料 6,000 維持管理業務委託（包括的民間委託）

3.処理場費 562,643 28,916 591,559

給料 2,230 一般職員給料

手当 701 住居手当等

地域手当

住居手当等

法定福利費 558 共済組合負担金等

委託料 25,427 維持管理業務委託（包括的民間委託）

5.普及指導費 19,744 △ 3,114 16,630

報酬 150 会計年度任用職員に係る報酬

法定福利費 △ 1,980 共済組合負担金等

報償費 △ 20 下水道図画展賞品等

旅費 5 会計年度任用職員に係る費用弁償

備消品費 △ 69 事務用消耗品

補助金 △ 1,200 水洗便所改造資金補助金

6.業務費 109,288 759 110,047

給料 1,150 一般職員給料

手当 135 地域手当等

法定福利費 150 共済組合負担金等

備消品費 △ 193 システム買取

印刷製本費 △ 130 諸用紙印刷費

通信運搬費 △ 135 郵便料金

貸倒引当金繰入額 △ 218 貸倒引当金として計上するための

繰入額

款 項 目 既決予定額 補正予定額
　　　明　　　　　細　　　

附　　　記
計
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7.総係費 153,422 △ 35,125 118,297

給料 2,200 一般職員給料

手当 760 住居手当、通勤手当等

報酬 △ 80 下水道事業審査会報酬

法定福利費 550 共済組合負担金等

旅費 △ 47 研修・講習会等に係る旅費

備消品費 △ 92 事務用消耗品

委託料 △ 31,100 雨水出水浸水想定区域検討業務委託

計画変更（策定）業務委託

保険料 △ 27 自動車保険料

研修費 △ 812 研修・講習会参加費用

負担金 △ 6,467 一部事務組合負担金

市町村職員互助会負担金

日本下水道協会負担金等

公課費 △ 10 印紙購入費

8.減価償却費 2,681,994 △ 19,065 2,662,929

有 形 固 定 資産 減価 △ 19,065 有形固定資産減価償却費

償 却 費

9.資産減耗費 1,049 △ 980 69

固定資産除却費 △ 980 ポンプ場及び処理場施設に係る

固定資産除却費

2.営業外費用 198,067 38,487 236,554

1.支払利息及び企業債 198,067 △ 13,296 184,771

  取扱諸費

企業債利息 △ 13,296 支払利息

2.消費税及び 0 51,783 51,783

　地方消費税 消 費 税 及 び 51,783 令和７年度課税期間分消費税及び

地 方 消 費 税 地方消費税
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収　入 （単位：千円）

節 金　額

1.資本的収入 2,170,977 △ 250,645 1,920,332

1.企業債 1,481,800 △ 30,900 1,450,900

1.建設改良債 1,241,800 △ 30,900 1,210,900

建設改良債 △ 30,900 下水道事業債

2.他会計負担金 48,871 △ 24,284 24,587

1.他会計負担金 48,871 △ 24,284 24,587

一般会計負担金 △ 24,284 雨水事業等に係る一般会計負担金

3.国庫補助金 607,438 △ 228,823 378,615

1.国庫補助金 607,438 △ 228,823 378,615

国庫補助金 △ 228,823 社会資本整備総合交付金

防災・安全交付金

4.負担金等 32,867 33,312 66,179

1.受益者負担金 32,866 △ 13,010 19,856

受益者負担金 △ 13,010 受益者負担金

2.区域外流入受益者 1 322 323

  分担金

区 域 外 流 入受 益者 322 区域外流入受益者分担金

分 担 金

3.工事負担金 0 46,000 46,000

工事負担金 46,000 金田西特定土地区画整理事業に

伴う工事負担金

5.長期貸付償還金 1 50 51

1.長期貸付償還金 1 50 51

長期貸付償還金 50 水洗便所改造費貸付償還金

支　出 （単位：千円）

節 金　額

1.資本的支出 3,570,505 △ 301,484 3,269,021

1.建設改良費 2,155,630 △ 297,297 1,858,333

1.管路建設費 756,840 △ 297,297 459,543

給料 △ 3,200 一般職員給料

手当 △ 928 扶養手当

地域手当

住居手当等

委託料 △ 166,049

工事請負費 △ 94,520

補償費 △ 32,600 水道・ガス等移設補償費

家屋事後補償費

2.固定資産購入費 4,260 △ 187 4,073

1.有形固定資産購入費 4,260 △ 187 4,073

△ 187

5.予備費 5,000 △ 4,000 1,000

1.予備費 5,000 △ 4,000 1,000

予備費 △ 4,000 予備費

蒸留装置等

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項

計

目 既決予定額 補正予定額 計
　　　明　　　　　細　　　

附　　　記

款 項 目 既決予定額 補正予定額
　　　明　　　　　細　　　

附　　　記

家屋事前調査委託、実施設計業務委託

枝線管渠整備事業（既成市街地）

清見台２号附帯工事
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